
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配置された複数の画素電極との間
に設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前記複数の機能膜の各々が電気光
学材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前記複数の画素電極のうちの一つ
の画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制御する、複数の能動素子を含む
配線基板であって、
　基板と、
　前記基板の上方に設けられ、各々が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、
　前記複数の半導体膜を覆うように設けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁
膜と、
　第１層間絶縁膜と、
　前記第１層間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、
　各々が前記第１層間絶縁膜に形成された第１のコンタクトホールを介して前記複数の半
導体膜の一つの半導体膜に接続された複数の導電膜と、
　前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り部材と、
　前記仕切り部材の を覆う保護膜と、
　前記複数の開口部に対応して配置された前記複数の画素電極と、
　前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置された、ホウ素、炭素、及び窒
素のうちの少なくとも一つの元素と、アルミニウム、珪素、及びリンのうちの少なくとも
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一つの元素とを含む絶縁膜である封止層と、
　 を備え、
　
　前記複数の画素電極の各々は、前記第２層間絶縁膜に形成された第２のコンタクトホー
ルを介して前記複数の導電膜の一つの導電膜に接続されており、
　前記仕切り部材の比誘電率は４以下であること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項２】
対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配置された複数の画素電極との間に
設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前記複数の機能膜の各々が電気光学
材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前記複数の画素電極のうちの一つの
画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制御する、複数の能動素子を含む配
線基板であって、
　基板と、
　前記基板の上方に設けられ、各々が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、
　前記複数の半導体膜を覆うように設けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁
膜と、
　第１層間絶縁膜と、
　前記第１層間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、
　各々が前記第１層間絶縁膜に形成された第１のコンタクトホールを介して前記複数の半
導体膜の一つの半導体膜に接続された複数の導電膜と、
　前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り部材と、
　前記仕切り部材の を覆う保護膜と、
　前記複数の開口部に対応して配置された前記複数の画素電極と、
前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置された、珪素、アルミニウム、窒
素、酸素及び希土類元素の少なくとも１種を含む絶縁膜である封止層と、
　 を備え、
　
　前記複数の画素電極の各々は、前記第２層間絶縁膜に形成された第２のコンタクトホー
ルを介して前記複数の導電膜の一つの導電膜に接続されており、
　前記仕切り部材の比誘電率は４以下であること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項３】
　対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配置された複数の画素電極との間
に設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前記複数の機能膜の各々が電気光
学材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前記複数の画素電極のうちの一つ
の画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制御する、複数の能動素子を含む
配線基板であって、
　基板と、
　前記基板の上方に設けられ、各々が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、
　前記複数の半導体膜を覆うように設けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁
膜と、
　第１層間絶縁膜と、
　前記第１層間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、
　各々が前記第１層間絶縁膜に形成された第１のコンタクトホールを介して前記複数の半
導体膜の一つの半導体膜に接続された複数の導電膜と、
　前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り部材と、
　前記仕切り部材の を覆う保護膜と、
　前記複数の開口部に対応して配置された前記複数の画素電極と、
　前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置された、セラミック、窒化珪素

10

20

30

40

50

(2) JP 4015045 B2 2007.11.28

前記第２層間絶縁膜と前記仕切り部材との間に配置されたバリア層と、
前記バリア層は前記仕切り部材の底面を覆い、

上面と側面と

前記第２層間絶縁膜と前記仕切り部材との間に配置されたバリア層と、
前記バリア層は前記仕切り部材の底面を覆い、

上面と側面と



、及び酸化窒化珪素のうちいずれかにより構成された封止層と、
　 を備え、
　
　前記複数の画素電極の各々は、前記第２層間絶縁膜に形成された第２のコンタクトホー
ルを介して前記複数の導電膜の一つの導電膜に接続されており、
　前記仕切り部材の比誘電率は４以下であること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項４】
対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配置された複数の画素電極との間に
設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前記複数の機能膜の各々が電気光学
材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前記複数の画素電極のうちの一つの
画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制御する、複数の能動素子を含む配
線基板であって、
　基板と、
　前記基板の上方に設けられ、各々が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、
　前記複数の半導体膜を覆うように設けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁
膜と、
　第１層間絶縁膜と、
　前記第１層間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、
　各々が前記第１層間絶縁膜に形成された第１のコンタクトホールを介して前記複数の半
導体膜の一つの半導体膜に接続された複数の導電膜と、
　前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り部材と、
　前記仕切り部材の を覆う保護膜と、
　前記複数の開口部に対応して配置された前記複数の画素電極と、
　前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置された、酸化珪素により構成さ
れた封止層と、
　 を備え、
　
　前記複数の画素電極の各々は、前記第２層間絶縁膜に形成された第２のコンタクトホー
ルを介して前記複数の導電膜の一つの導電膜に接続されており、
　前記仕切り部材の比誘電率は４以下であること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項５】
請求項１乃至４のいずれかに記載の配線基板において、
　前記第１層間絶縁膜の材質は、前記第２層間絶縁膜の材質とは異なっていること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項６】
請求項１乃至５のいずれかに記載の配線基板において、
　前記第１のコンタクトホールと前記第２のコンタクトホールとは重ならないように形成
されていること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項７】
請求項１乃至６のいずれかに記載の配線基板において、
　前記複数の導電膜は、前記第１層間絶縁膜上に形成されていること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項８】
請求項１乃至７のいずれかに記載の配線基板において、
　前記封止層は、ガスまたは金属イオンの浸透を抑制すること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項９】
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請求項１乃至８のいずれかに記載の配線基板において、
　前記仕切り部材の比誘電率は、前記基板の比誘電率よりも低いこと、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１０】
請求項１乃至９のいずれかに記載の配線基板において、
　前記仕切り部材の比誘電率は、３以下であること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１１】
請求項１乃至１０のいずれかに記載の配線基板において、
　前記仕切り部材の比誘電率は、２ .５以下であること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１２】
請求項１乃至１１のいずれかに記載の配線基板において、
　前記封止層の膜厚は５０ｎｍ～５００ｎｍであること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１３】
請求項１乃至１２のいずれかに記載の配線基板において、
　前記封止層は、放熱効果を有すること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１４】
請求項１乃至１３のいずれかに記載の配線基板において、
　前記仕切り部材は、シリカガラス、アルキルシロキサンポリマー、アルキルシルセスキ
オキサンポリマー、水素化アルキルシルセスキオキサンポリマー、ポリアリールエーテル
のうちいずれかを含むスピンオングラス膜、ダイヤモンド膜、及びフッ素化アモルファス
炭素膜、のうちの少なくとも１つを含むこと、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１５】
　請求項１乃至１３のいずれかに記載の配線基板において、
　前記仕切り部材は、多孔質材料からなること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１６】
　請求項１乃至１３のいずれかに記載の配線基板において、
　前記仕切り部材は、エアロゲル、多孔質シリカ、フッ化マグネシウムの微粒子を分散し
たゲル、フッ素系ポリマー、多孔性ポリマー、及び所定の材料に微粒子を含有したものの
うちの少なくとも１つを含むこと、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１７】
　請求項１乃至１６のいずれかに記載の配線基板において、
　前記保護膜の表面は撥液化処理されていること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１８】
　請求項１乃至１７のいずれかに記載の配線基板において、
　前記保護膜が物質の透過を抑制することにより前記仕切り部材の前記比誘電率を維持す
ること、
　を特徴とする配線基板。
【請求項１９】
　請求項１乃至１８のいずれかに記載の配線基板と、
　前記複数の機能膜と、
　前記対向電極と、を含み、
　前記複数の機能膜の各々は、前記複数の画素電極のうちの一つの画素電極に対応して配
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置されていること、
　を特徴とする電子装置。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の電子装置を含む電子機器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、電気光学装置や半導体装置などの電子装置、電子装置に好適な配線基板、表示
装置に好適な電気光学装置電子機器に関する。
【０００２】
【従来の技術】
表示装置として、液晶素子、有機エレクトロルミネッセンス（以下、有機ＥＬと称す）素
子を備えた液晶表示装置や有機ＥＬ表示装置などの電気光学装置がある。特に、有機ＥＬ
表示装置は、高輝度で自発光であること、直流低電圧駆動が可能であること、応答が高速
であること等から表示性能に優れている。また、表示装置の薄型化、軽量化、低消費電力
化が可能である（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
【特許文献１】
国際公開第ＷＯ９８／３６４０６号パンフレット
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、電気光学装置では配線間などに生ずる寄生容量によりデータの書き換え動作な
どに支障をきたすことが知られている。この配線間容量は、配線長等に依存し、配線が長
くなるにつれて大きくなるため、例えば、電気光学装置を表示装置として利用する場合、
大画面化を妨げる原因となっていた。
また、近年、メモリなどの半導体装置では高度集積化と同時に動作の高速化の要求されて
いる現状において、配線などの導電性部位の間に生ずる容量が問題となっている。
【０００５】
本発明は、上記問題点に鑑みてなされたもので、性能の安定化に適した配線基板、大画面
化が可能でかつ長期にわたって安定に動作する電気光学装置、及びこれらを用いた電子機
器を提供することを目的とする。
【０００６】
【課題を解決するために手段】
　本発明に係る配線基板は、対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配置さ
れた複数の画素電極との間に設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前記複
数の機能膜の各々が電気光学材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前記複
数の画素電極のうちの一つの画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制御す
る、複数の能動素子を含む配線基板であって、基板と、前記基板の上方に設けられ、各々
が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、前記複数の半導体膜を覆うように設
けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁膜と、第１層間絶縁膜と、前記第１層
間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、各々が前記第１層間絶縁膜に形成された
第１のコンタクトホールを介して前記複数の半導体膜の一つの半導体膜に接続された複数
の導電膜と、前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り部材
と、前記仕切り部材の を覆う保護膜と、前記複数の開口部に対応して配置さ
れた前記複数の画素電極と、前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置され
た、ホウ素、炭素、及び窒素のうちの少なくとも一つの元素と、アルミニウム、珪素、及
びリンのうちの少なくとも一つの元素とを含む絶縁膜である封止層と、

を備え、
前記複数の画素電極の各々は、前記第２層間絶縁膜に形成された第２
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切り部材の比誘電率は４以下であることを特徴とする。
　本発明に係る他の配線基板は、対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配
置された複数の画素電極との間に設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前
記複数の機能膜の各々が電気光学材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前
記複数の画素電極のうちの一つの画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制
御する、複数の能動素子を含む配線基板であって、基板と、前記基板の上方に設けられ、
各々が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、前記複数の半導体膜を覆うよう
に設けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁膜と、第１層間絶縁膜と、前記第
１層間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、各々が前記第１層間絶縁膜に形成さ
れた第１のコンタクトホールを介して前記複数の半導体膜の一つの半導体膜に接続された
複数の導電膜と、前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り
部材と、前記仕切り部材の を覆う保護膜と、前記複数の開口部に対応して配
置された前記複数の画素電極と、前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置
された、珪素、アルミニウム、窒素、酸素及び希土類元素の少なくとも１種を含む絶縁膜
である封止層と、
を備え、 前記複数の画素電極の各々は、前
記第２層間絶縁膜に形成された第２のコンタクトホールを介して前記複数の導電膜の一つ
の導電膜に接続されており、前記仕切り部材の比誘電率は４以下であることを特徴とする
。
　本発明に係る他の配線基板は、対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配
置された複数の画素電極との間に設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前
記複数の機能膜の各々が電気光学材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前
記複数の画素電極のうちの一つの画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制
御する、複数の能動素子を含む配線基板であって、基板と、前記基板の上方に設けられ、
各々が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、前記複数の半導体膜を覆うよう
に設けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁膜と、第１層間絶縁膜と、前記第
１層間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、各々が前記第１層間絶縁膜に形成さ
れた第１のコンタクトホールを介して前記複数の半導体膜の一つの半導体膜に接続された
複数の導電膜と、前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り
部材と、前記仕切り部材の を覆う保護膜と、前記複数の開口部に対応して配
置された前記複数の画素電極と、前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置
された、セラミック、窒化珪素、及び酸化窒化珪素のうちいずれかにより構成された封止
層と、 を備え、

前記複数の画素電極の各々は、前記第２層間
絶縁膜に形成された第２のコンタクトホールを介して前記複数の導電膜の一つの導電膜に
接続されており、前記仕切り部材の比誘電率は４以下であることを特徴とする。
　本発明に係る他の配線基板は、対向電極と各々が複数の画素領域の一つの画素領域に配
置された複数の画素電極との間に設けられた複数の機能膜を備えた電子装置であって、前
記複数の機能膜の各々が電気光学材料を含む電子装置の製造のために用いられ、各々が前
記複数の画素電極のうちの一つの画素電極を介して前記複数の機能膜の一つの機能膜を制
御する、複数の能動素子を含む配線基板であって、基板と、前記基板の上方に設けられ、
各々が前記複数の能動素子に含まれる複数の半導体膜と、前記複数の半導体膜を覆うよう
に設けられ、前記複数の能動素子に含まれるゲート絶縁膜と、第１層間絶縁膜と、前記第
１層間絶縁膜の上方に形成された第２層間絶縁膜と、各々が前記第１層間絶縁膜に形成さ
れた第１のコンタクトホールを介して前記複数の半導体膜の一つの半導体膜に接続された
複数の導電膜と、前記複数の画素領域の配列に対応して複数の開口部が設けられた仕切り
部材と、前記仕切り部材の を覆う保護膜と、前記複数の開口部に対応して配
置された前記複数の画素電極と、前記第２層間絶縁膜と前記複数の画素電極との間に配置
された、酸化珪素により構成された封止層と、

を備え、 前記
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上面と側面と

前記第２層間絶縁膜と前記仕切り部材との間に配置されたバリア層と、
前記バリア層は前記仕切り部材の底面を覆い、

上面と側面と

前記第２層間絶縁膜と前記仕切り部材との間に配置されたバリア層と、 前
記バリア層は前記仕切り部材の底面を覆い、

上面と側面と

前記第２層間絶縁膜と前記仕切り部材との
間に配置されたバリア層と、 前記バリア層は前記仕切り部材の底面を覆い、



複数の画素電極の各々は、前記第２層間絶縁膜に形成された第２のコンタクトホールを介
して前記複数の導電膜の一つの導電膜に接続されており前記仕切り部材の比誘電率は４以
下であることを特徴とする。
　上記の配線基板において、前記第１層間絶縁膜の材質は、前記第２層間絶縁膜の材質と
は異なっていてもよい。
　上記の配線基板において、前記第１のコンタクトホールと前記第２のコンタクトホール
とは重ならないように形成されていることが好ましい。
　上記の配線基板において、前記複数の導電膜は、前記第１層間絶縁膜上に形成されてい
てもよい。
　上記の配線基板において、前記封止層は、ガスまたは金属イオンの浸透を抑制するよう
にしてもよい。
　上記の配線基板において、前記仕切り部材の比誘電率は、前記基板の比誘電率よりも低
くくしてもよい。
　上記の配線基板において、前記仕切り部材の比誘電率は、３以下であってもよい。
　上記の配線基板において、前記仕切り部材の比誘電率は、２ .５以下であってもよい。
　上記の配線基板において、前記封止層の膜厚は５０ｎｍ～５００ｎｍであってもよい。
　上記の配線基板において、前記封止層は、放熱効果を有していてもよい。
　上記の配線基板において、前記仕切り部材は、シリカガラス、アルキルシロキサンポリ
マー、アルキルシルセスキオキサンポリマー、水素化アルキルシルセスキオキサンポリマ
ー、ポリアリールエーテルのうちいずれかを含むスピンオングラス膜、ダイヤモンド膜、
及びフッ素化アモルファス炭素膜、のうちの少なくとも１つを含むようにしてもよい。
　上記の配線基板において、前記仕切り部材は、多孔質材料からなっていてもよい。
　上記の配線基板において、前記仕切り部材は、エアロゲル、多孔質シリカ、フッ化マグ
ネシウムの微粒子を分散したゲル、フッ素系ポリマー、多孔性ポリマー、及び所定の材料
に微粒子を含有したもののうちの少なくとも１つを含むようにしてもよい。
　上記の配線基板において、前記保護膜の表面は撥液化処理されていてもよい。
　上記の配線基板において、前記保護膜が物質の透過を抑制することにより前記仕切り部
材の前記比誘電率を維持するようにしてもよい。
　本発明に係る電子装置は、上記の配線基板と、前記複数の機能膜と、前記対向電極と、
を含み、前記複数の機能膜の各々は、前記複数の画素電極のうちの一つの画素電極に対応
して配置されていることを特徴とする。
　本発明に係る電子機器は上記の電子装置を備える。
　本発明の第１の配線基板は、配線を含む基体と、基体の上面に配置された４以下の比誘
電率を有する部材と、を含み、前記上面には、前記部材が形成されていない領域が設けら
れていることを特徴とする。
【０００７】
通常のシリコン酸化膜の誘電率が４．２であるので、前記部材はそれ低い誘電率を有して
いることになる。本発明の配線基板によれば、４以下の低誘電率を有する部材が配置され
ているので、例えば、上記の部材が形成されていない領域に電気光学材料を配置し、その
上方に電極などの導電性部位を形成した場合、その導電性部位と前記配線とによって生じ
る寄生容量を小さくすることができる。
【０００８】
本発明の第２の配線基板は、絶縁基板と配線とを含む基体と、基体の上面に配置された部
材と、を含み、前記基体の上面には、前記部材が形成されていない領域が設けられており
、前記配線は前記絶縁基板と前記上面との間に配置されており、前記部材の誘電率は前記
絶縁基板の誘電率より低いことを特徴とする。
前記絶縁基板を表示装置などに用いる場合は、例えば、石英やガラスなどを前記絶縁基板
として用いることが望ましく、このような場合、前記部材の誘電率は４以下であることが
好ましい。
上記の配線基板において、前記部材の誘電率は３以下、さらには２．５以下であるとより

10

20

30

40

50

(7) JP 4015045 B2 2007.11.28



好ましい。また、基体上に、前記領域が複数設けられていてもよい。
【０００９】
また、上記の配線基板において、例えば、前記基体に能動素子が含まれる場合、寄生容量
が小さくなることにより、より高い周波数あるいは高速の駆動信号により能動素子を動作
させることができる。能動素子としては、例えば、トランジスタなどの半導体素子や、 MI
Mなどの２端子素子等が挙げられる。
【００１０】
また、上記の基板において、前記部材は、例えば、シリカガラス、アルキルシロキサンポ
リマー、アルキルシルセスキオキサンポリマー、水素化アルキルシルセスキオキサンポリ
マー、ポリアリールエーテルのうちいずれかを含むスピンオングラス膜、ダイヤモンド膜
、及びフッ素化アモルファス炭素膜等である。
また、前記部材は、多孔質からなってもよい。
具体的には、エアロゲル、多孔質シリカ、フッ化マグネシウムの微粒子を分散したゲル、
フッ素系ポリマー、多孔性ポリマー、及び所定の材料に微粒子を含有したものなどが挙げ
られる。
【００１１】
本発明の電子装置は、上記記載の基板の前記領域に対応して機能膜が配置されていること
を特徴とする。
上記の電子装置において前記機能膜間には比較的誘電率の低い前記部材が配置されること
となるので、前記機能膜間に生ずる寄生容量を低減することができる。
上記の電子装置において、前記機能膜の上方に電極などの導電膜が配置されている場合、
前記配線と前記電極とが前記部材により離間されることになるので、前記電極と前記配線
との間に生ずる寄生容量を低減することができる。特に前記配線が信号を供給する場合は
、信号の遅延、なまり等の問題を軽減することができる。ここで、導電膜の形成材料とし
ては、例えば、有機導電材料、無機導電材料（金属等）、及びそれらの混合物等を含む。
なお、ここで、上記の電子装置において、前記機能膜の周囲の全てに前記部材が配置され
てなるものに限定されない。
【００１２】
本発明の第１の電気光学装置は、絶縁基板と配線とを含む基体と、前記基体の上面に配置
された複数の画素電極と、前記画素電極の上方に配置された対向電極と、前記複数の画素
電極の各々と前記対向電極との間に配置された電気光学材料を含む機能膜と、前記機能膜
の周囲に設けられ、前記対向電極と前記上面との間に配置された部材と、を含み、前記部
材の誘電率は前記絶縁基板の誘電率より低いことを特徴とする。
上記の電気光学装置において、前記絶縁基板として石英やガラスなど用いることが好まし
い。そのような場合、前記部材の誘電率は４以下であることが好ましい。
【００１３】
本発明の第２の電気光学装置は、配線とを含む基体と、前記基体の上面に配置された複数
の画素電極と、前記画素電極の上方に配置された対向電極と、前記複数の画素電極の各々
と前記対向電極との間に配置された電気光学材料を含む機能膜と、前記機能膜の周囲に設
けられ、前記対向電極と前記上面との間に配置された部材と、を含み、前記部材の誘電率
は４以下であることを特徴とする。
上記の電気光学装置において、前記部材の誘電率は３以下、あるいは２．５以下であると
より好ましい。
【００１４】
前記電子光学材料としては例えば有機エレクトロルミネッセンス材料の他に、液晶素子や
、電気泳動素子、あるいは電子放出素子に用いられる材料が挙げられる。
上記の電気光学装置において、前記基体は、前記画素電極に接続された能動素子をさらに
含み、前記配線は前記能動素子に信号を供給する信号配線を含んでいてもよい。
前記能動素子としては、例えば、トランジスタなどの半導体素子や、 MIMなどの２端子素
子等が挙げられる。
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【００１５】
また、上記の電気光学装置において、前記部材は、例えば、シリカガラス、アルキルシロ
キサンポリマー、アルキルシルセスキオキサンポリマー、水素化アルキルシルセスキオキ
サンポリマー、ポリアリールエーテルのうちいずれかを含むスピンオングラス膜、ダイヤ
モンド膜、及びフッ素化アモルファス炭素膜等である。
また、前記部材は、多孔質からなってもよい。
具体的には、エアロゲル、多孔質シリカ、フッ化マグネシウムの微粒子を分散したゲル、
フッ素系ポリマー、多孔性ポリマー、及び所定の材料に微粒子を含有したものなどが挙げ
られる。
【００１６】
また、上記の電気光学装置において、前記部材と前記能動素子との間には、物質の透過を
抑制するバリア層が設けられているとよい。
前記部材として低誘電率の材料を用いた場合、低誘電率材料は一般に多孔質材料、あるい
は、低密度材料であることが多いため、金属や酸素などの物質が透過しやすいので、透過
した物質により能動素子の劣化や配線等の腐食等の問題が生ずることがある。これに対し
て、前記部材と能動素子との間に上記バリア層が設けられていることにより、劣化や腐食
等の要因となる物質の透過を抑制することができる。
【００１７】
また、上記の電気光学装置において、前記部材は、少なくとも一部が物質の通過を防止す
る保護膜で覆われているとよい。
前記部材は物質が透過しやすいため、前記部材の少なくとも一部が上記保護膜で覆われて
いることにより前記部材を介した物質の拡散が抑制される。これにより電気光学装置の内
部の配線または能動素子の腐食や劣化を低減することができる。また、低誘電率材料は概
して機械的に脆いものが多いので、前記部材に保護膜を設けることにより機械的に補強す
るという効果も奏する。
【００１８】
本発明の電子機器は、上記記載の電子装置を表示手段として備えることを特徴とする。
本発明の電子機器によれば、寄生容量を低減することにより、例えば、高周波数あるいは
高速の入力信号に対して追従性の良い安定した表示動作を行うことができる。
【００１９】
【発明の実施の形態】
以下、本発明について詳しく説明する。
図１は、本発明の電気光学装置及び基板の断面構造を概念的に示しており、符号１０は電
気光学装置、符号１１は配線基板である。配線基板１１は、基材１５上に設けられた薄膜
トランジスタ（ＴＦＴ； Thin Film Transistor、以下、ＴＦＴと称す）などの能動素子１
６と絶縁層とを含む多層配線型からなる。電気光学装置１０は、配線基板１１上に、機能
膜としての発光層を含む複数の発光領域１７が設けられたものであり、その発光状態は能
動素子１６を介して制御される。また、複数の発光領域１７の境界には、絶縁層としての
仕切り部材（バンク）１８が設けられている。
【００２０】
本発明の電気光学装置１０は、仕切り部材１８が低誘電率材料によって形成されているこ
とを特徴としている。仕切り部材１８が低誘電率材料によって形成されることにより、配
線などの導電性部位間に生じる寄生容量が低減される。
低誘電率材料の誘電率（比誘電率）は例えば４以下であるのが好ましく、３以下、さらに
は２．５以下であるのがより好ましい。特に、低誘電率材料が空隙率の高い多孔質（ポー
ラス）からなることにより、上記した低い誘電率の低誘電率材料を得ることができる。
【００２１】
低誘電率材料によって仕切り部材１８を形成する方法としては、例えば、各種コート法や
ＣＶＤ法（化学的気相成長法）等を用いて層を形成した後、エッチングやアッシング等に
よりパターニングして所定の形状の仕切り部材１８を得ることができる。
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【００２２】
低誘電率材料としては、例えば、シリカガラス、アルキルシロキサンポリマー、アルキル
シルセスキオキサンポリマー、水素化アルキルシルセスキオキサンポリマー、ポリアリー
ルエーテルのうちいずれかを含むスピンオングラス膜、ダイヤモンド膜、及びフッ素化ア
モルファス炭素膜、などが挙げられる。
【００２３】
さらに、低誘電率材料として、例えば、エアロゲル、多孔質シリカ、フッ化マグネシウム
の微粒子を分散したゲル、フッ素系ポリマー、多孔性ポリマー、及び所定の材料に微粒子
を含有したもの、などを用いてもよい。
【００２４】
エアロゲルとしては、例えばシリカエアロゲルや、アルミナを基調としたエアロゲルが用
いられる。シリカエアロゲルは、シリコンアルコキシドのゾルゲル反応により形成される
湿潤ゲルを超臨界乾燥することによって得られる均一な超微細構造を持った多孔質体であ
る。シリカエアロゲルは体積の９０％以上を空隙が占め、残りが樹枝状に凝集した数十ｎ
ｍの微細なＳｉＯ 2粒子で構成された材料である。また、空隙率を変化させることによっ
て誘電率を調整できる。
シリカエアロゲルは、ゾル－ゲル法により湿潤ゲルを作製する工程、湿潤ゲルを熟成させ
る工程、及び超臨界乾燥法により湿潤ゲルを乾燥してエアロゲルを得る超臨界乾燥工程を
経て製造される。超臨界乾燥法は、固相と液相とからなるゼリー状のゲル物質中の液体を
超臨界流体と置換、除去することにより、ゲルを収縮させることなくゲル物質を乾燥する
のに適した方法であって、高い空隙率を有するエアロゲルが得られる。
なお、上記スピンオングラス膜を形成する際にも、上記の超臨界乾燥法を使用するとよい
。超臨界乾燥法を用いることにより被覆性や膜質をより向上させることができる。
【００２５】
仕切り部材１８をシリカエアロゲルによって形成する際、基材上にコート法によって湿潤
ゲルを塗布した後、超臨界乾燥するが、湿潤ゲルに合成樹脂（有機物）を混合してもよい
。この場合の合成樹脂は、その熱変性温度が超臨界流体の臨界温度よりも高い合成樹脂で
ある。超臨界流体として例えばアルコールを用いた場合、その熱変性温度がアルコールの
臨界温度よりも高い合成樹脂としては、ヒドロキシルプロピルセルロース（ＨＰＣ）、ポ
リビニルブチラール（ＰＶＢ）、エチルセルロース（ＥＣ）等が挙げられる（なお、ＰＶ
Ｂ及びＥＣはアルコールに可溶で水には不溶）。溶媒としてエーテルを用いる場合には樹
脂として塩素系ポリエチレン等を選択し、またＣＯ 2を溶媒として用いる場合にはＨＰＣ
等を選択することが望ましい。
【００２６】
多孔質シリカ（多孔性を有するＳｉＯ 2膜）は、プラズマＣＶＤ法（プラズマ化学的気相
成長法）により形成され、反応ガスとしてＳｉＨ４ とＮ 2Ｏが用いられる。さらに、この
ＳｉＯ 2膜の上に、多孔性を有するＳｉＯ 2膜を形成する。このＳｉＯ 2膜は常圧ＣＶＤ法
（常圧化学的気相成長法）により形成され、ＴＥＯＳ（テトラエトキシシラン）とＯ 2（
酸素）と低濃度のＯ 3（オゾン）とを含む反応ガスを用いる。ここで、低濃度のＯ 3とは、
上記ＴＥＯＳの酸化に必要な濃度よりも低い濃度のＯ 3を言う。
【００２７】
フッ素系ポリマーまたはこれを含む材料としては、例えば、パーフルオロアルキル－ポリ
エーテル、パーフルオロアルキルアミン、またはパーフルオロアルキル－ポリエーテル－
パーフルオロアルキルアミン混合フィルム等が挙げられる。さらには、所定のポリマーバ
インダーに、可溶性もしくは分散性であるフルオロカーボン化合物を混在したものでもよ
い。
ポリマーバインダーとしては、ポリビニルアルコール、ポリアクリル酸、ポリビニルピロ
リドン、ポリビニルスルホン酸ナトリウム塩、ポリビニルメチルエーテル、ポリエチレン
グリコール、ポリα－トリフルオロメチルアクリル酸、ポリビニルメチルエーテル－コ－
無水マレイン酸、ポリエチレングリコール－コ－プロピレングリコール、ポリメタアクリ
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ル酸などが挙げられる。
また、フルオロカーボン化合物としては、パーフルオロオクタン酸－アンモニウム塩、パ
ーフルオロオクタン酸－テトラメチルアンモニウム塩、Ｃ－７とＣ－１０のパーフルオロ
アルキルスルホン酸アンモニウム塩、Ｃ－７とＣ－１０のパーフルオロアルキルスルホン
酸テトラメチルアンモニウム塩、フッ素化アルキル第４級アンモニウムアイオダイド、パ
ーフルオロアジピン酸、およびパーフルオロアジピン酸の第４級アンモニウム塩などが挙
げられる。
【００２８】
低誘電率材料は、微粒子を用いて微粒子間または微粒子内のミクロボイドとして空隙を形
成してもよい。微粒子としては、無機微粒子あるいは有機微粒子を用いることができる。
無機微粒子は、非晶質であることが好ましい。無機微粒子は、金属の酸化物、窒化物、硫
化物またはハロゲン化物からなることが好ましく、金属酸化物または金属ハロゲン化物か
らなることがさらに好ましく、金属酸化物または金属フッ化物からなることが最も好まし
い。金属原子としては、Ｎａ、Ｋ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｂａ、Ａｌ、Ｚｎ、Ｆｅ、Ｃｕ、Ｔｉ、
Ｓｎ、Ｉｎ、Ｗ、Ｙ、Ｓｂ、Ｍｎ、Ｇａ、Ｖ、Ｎｂ、Ｔａ、Ａｇ、Ｓｉ、Ｂ、Ｂｉ、Ｍｏ
、Ｃｅ、Ｃｄ、Ｂｅ、ＰｂおよびＮｉが好ましく、Ｍｇ、Ｃａ、ＢおよびＳｉがさらに好
ましい。二種類の金属を含む無機化合物を用いてもよい。特に好ましい無機化合物は、二
酸化ケイ素、すなわちシリカである。
【００２９】
無機微粒子内ミクロボイドは、例えば、粒子を形成するシリカの分子を架橋させることに
より形成することができる。シリカの分子を架橋させると体積が縮小し、粒子が多孔質に
なる。ミクロボイドを有する（多孔質）無機微粒子は、ゾル－ゲル法（特開昭５３－１１
２７３２号、特公昭５７－９０５１号の各公報記載）または析出法（ APPLIED OPTICS、 27
、 3356頁（ 1988）記載）により、分散物として直接合成することができる。また、乾燥・
沈澱法で得られた粉体を、機械的に粉砕して分散物を得ることもできる。市販の多孔質無
機微粒子（例えば、二酸化ケイ素ゾル）を用いてもよい。ミクロボイドを有する無機微粒
子は、適当な媒体に分散した状態で使用することが好ましい。分散媒としては、水、アル
コール（例：メタノール、エタノール、イソプロピルアルコール）およびケトン（例：メ
チルエチルケトン、メチルイソブチルケトン）が好ましい。
【００３０】
有機微粒子も、非晶質であることが好ましい。有機微粒子は、モノマーの重合反応（例え
ば乳化重合法）により合成されるポリマー微粒子であることが好ましい。有機微粒子のポ
リマーはフッ素原子を含むことが好ましい。含フッ素ポリマーを合成するために用いるフ
ッ素原子を含むモノマーの例には、フルオロオレフィン類（例、フルオロエチレン、ビニ
リデンフルオライド、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン、パーフルオ
ロ－２，２－ジメチル－１，３－ジオキソール）、アクリル酸またはメタクリル酸のフッ
素化アルキルエステル類およびフッ素化ビニルエーテル類が含まれる。フッ素原子を含む
モノマーとフッ素原子を含まないモノマーとのコポリマーを用いてもよい。フッ素原子を
含まないモノマーの例には、オレフィン類（例、エチレン、プロピレン、イソプレン、塩
化ビニル、塩化ビニリデン）、アクリル酸エステル類（例、アクリル酸メチル、アクリル
酸エチル、アクリル酸２－エチルヘキシル）、メタクリル酸エステル類（例、メタクリル
酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル）、スチレン類（例、スチレン、ビ
ニルトルエン、α－メチルスチレン）、ビニルエーテル類（例、メチルビニルエーテル）
、ビニルエステル類（例、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル）、アクリルアミド類（例、
Ｎ－ tert－ブチルアクリルアミド、Ｎ－シクロヘキシルアクリルアミド）、メタクリルア
ミド類およびアクリルニトリル類が含まれる。
【００３１】
有機微粒子内ミクロボイドは、例えば、粒子を形成するポリマーを架橋させることにより
形成することができる。ポリマーを架橋させると体積が縮小し、粒子が多孔質になる。粒
子を形成するポリマーを架橋させるためには、ポリマーを合成するためのモノマーの２０
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モル％以上を多官能モノマーとすることが好ましい。多官能モノマーの割合は、３０乃至
８０モル％であることがさらに好ましく、３５乃至５０モル％であることが最も好ましい
。多官能モノマーの例には、ジエン類（例、ブタジエン、ペンタジエン）、多価アルコー
ルとアクリル酸とのエステル（例、エチレングリコールジアクリレート、１，４－シクロ
ヘキサンジアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート）、多価アルコー
ルとメタクリル酸とのエステル（例、エチレングリコールジメタクリレート、１，２，４
－シクロヘキサンテトラメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート）
、ジビニル化合物（例、ジビニルシクロヘキサン、１，４－ジビニルベンゼン）、ジビニ
ルスルホン、ビスアクリルアミド類（例、メチレンビスアクリルアミド）およびビスメタ
クリルアミド類が含まれる。粒子間のミクロボイドは、微粒子を少なくとも２個以上積み
重ねることにより形成することができる。
【００３２】
低誘電率材料として、微細空孔と微粒子状無機物とを有する材料を用いてもよい。この場
合、コーティングによって上記材料の層を形成した後、活性化ガス処理を行い、層からガ
スを離脱させることにより微細空孔を形成する。
また、２種類以上の超微粒子（例えば、ＭｇＦ 2とＳｉＯ 2  ）を混在させてもよい。この
場合、超微粒子は、エチルシリケートの熱分解で生じたＳｉＯ 2により接着している。エ
チルシリケートの熱分解では、エチル部分の燃焼によって、二酸化炭素と水蒸気も発生す
る。二酸化炭素と水蒸気が層から離脱することにより、超微粒子の間に間隙が生じる。
また、多孔質シリカよりなる無機微粉末とバインダーとを含有して層を形成してもよいし
、含フッ素ポリマーからなる微粒子を２個以上積み重ねることにより、微粒子間に空隙を
形成した層を形成してもよい。
【００３３】
また、低誘電率材料として、分子構造レベルで空隙率を向上させることが可能な物質、例
えばデンドリマーなどの分岐構造を有するポリマーを用いてもよい。
【００３４】
仕切り部材１８と能動素子１６との間には、金属の通過を防止するバリア層２０が設けら
れるのが好ましい。低誘電率材料により形成される仕切り部材１８は、多孔質からなる場
合が多いことなどから、金属などの物質が透過しやすく、仕切り部材１８を透過した金属
が能動素子１６に侵入すると化学反応により能動素子１６が劣化するおそれがある。仕切
り部材１８と能動素子１６との間に上記バリア層２０が設けられることにより、能動素子
１６の劣化が抑制され、素子性能の低下が抑制される。
【００３５】
バリア層２０の形成材料としては、例えば、セラミックや窒化珪素、酸化窒化珪素、酸化
珪素などの珪素を含む化合物の他に、放熱効果を有する材料、例えば、アルミニウムの窒
化物、珪素の炭化物、珪素の窒化物、ホウ素の窒化物、ホウ素のリン化物等を用いること
ができる。バリア層２０が金属バリアの他に放熱効果を有することにより、低誘電率材料
からなる仕切り部材１８の熱収縮による影響を軽減できる。
また、例えば、希土類元素の１つ（例えば、セリウム、イッテルビウム、サマリウム、エ
ルビウム、イットリウム、ランタン、ガドリニウム、ジスプロシウム、及びネオジウムの
うちの少なくとも一つの元素）と、窒素、珪素、アルミニウム、及び酸素を含む材料を用
いてもよい。
また、窒化チタン、窒化タンタルなどの導電性を有する層を形成してもよい。導電性を有
するバリア層２０を形成する場合は、実効的な配線抵抗が上昇しないようにバリア層の厚
さや形状が定められる。
こうした材料からなるバリア層は、例えばＣＶＤ法、各種コート法、スパッタ法、蒸着法
等が用いて形成される。また、バリア層２０は単層構造でもよく、複層構造でもよい。
【００３６】
仕切り部材１８は、少なくとも一部が液体分やガス、あるいは金属などの物質の通過を防
止する保護膜２１で覆われるのが好ましい。低誘電率材料によって形成される仕切り部材
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１８は物質が侵入しやすいため、製造過程などにおいて、物質の侵入により仕切り部材１
８の低誘電率性能が低下するおそれがある。仕切り部材１８の少なくとも一部が上記保護
膜２１で覆われていることにより、仕切り部材１８の低誘電性が保持され、配線の低容量
化が確実に図られる。また、概して低誘電率材料は機械的に脆いが、上記保護膜２１によ
って機械的に補強されるという効果もある。さらに、仕切り部材１８を介した物質の拡散
が抑制されるため、仕切り部材１８を通過した物質が他の領域に影響を及ぼすといったこ
とが回避される。
【００３７】
保護膜２１の形成材料としては、例えば、セラミックや窒化珪素、酸化窒化珪素、酸化珪
素などが挙げられる。また、仕切り部材１８の角に膜を形成する場合には、無機スピンオ
ングラス系、有機スピンオングラス系、ＰＳＧ（ phosphate glass）の他に、柔軟性の高
い無機ポリマーや有機ポリマー等が好ましく用いられる。
なお、スピンオングラス系の膜を形成する際、上述した超臨界乾燥法を使用するとよい。
超臨界乾燥法を用いることにより被覆性や膜質をより向上させることができる。
こうした材料からなる保護膜２１は、各スピンコート法、ディップコート法、ディスペン
スコート法、リフロー法などの各種コート法を用いることにより形成できる。なお、保護
膜２１は単層構造でもよく複層構造でもよい。
また、保護膜２１を、上述したバリア層２０に代えて形成してもよい。すなわち、能動素
子１６に面する側も含めて仕切り部材１８を保護膜２１で覆うことにより、バリア層２０
を省略してもよい。この場合、上述したバリア層２０の形成材料を用いて保護膜２１を形
成するとよい。
【００３８】
このように、本発明の電気光学装置１０は、仕切り部材１８が低誘電率材料によって形成
されることにより、導電性部位間に生じる寄生容量が低減され、動作速度の高速化が図ら
れる。動作速度の高速化に際しては、寄生容量に加えて配線抵抗の低減化も考慮する必要
があり、配線構造の全体的な設計が必要である。なお、本発明の配線基板１１は、低誘電
率材料を仕切り部材以外の他の部分に用いる場合も含む。
【００３９】
次に、本発明の電気光学装置及び配線基板を有機ＥＬ素子を用いたアクティブマトリクス
型の表示装置に適用した実施の形態例について説明する。なお、参照する各図において、
層や部材を図面上で認識可能な大きさとするために、縮尺は実際のものと異なる場合があ
る。
【００４０】
図２は、本発明の実施の形態例である有機ＥＬ表示装置の構成を模式的に示す図であり、
この有機ＥＬ表示装置１００は、能動素子としてＴＦＴを用いたアクティブ型の駆動方式
を採用している。
表示装置１００は、基材１２１の上に、能動素子としてのＴＦＴを含む能動素子部１４６
、発光層、正孔輸送層、及び電子輸送層等を含む機能膜としての有機ＥＬ素子１４０、陰
極１５４、及び封止部１４７等を順次積層した構造からなる。
【００４１】
基材１２１としては、本例ではガラス基板が用いられる。この他に、シリコン基板、石英
基板、セラミックス基板、金属基板、プラスチック基板、プラスチックフィルム基板等、
電気光学装置や配線基板に用いられる公知の様々な基材が適用される。
基材１２１上には、発光領域としての複数の画素領域１０２がマトリクス状に配列されて
おり、カラー表示を行う場合、例えば、赤（Ｒｅｄ）、緑（Ｇｒｅｅｎ）、青（Ｂｌｕｅ
）の各色に対応する画素領域１０２が所定の配列で並ぶ。
各画素領域１０２には、画素電極１４１が配置され、その近傍には信号線１３２、共通給
電線１３３、走査線１３１及び図示しない他の画素電極用の走査線等が配置されている。
画素領域１０２の平面形状は、図に示す矩形の他に、円形、長円形など他の形状であって
もよい。例えば、有機ＥＬ素子を構成する発光層や電子または正孔輸送層などの電荷輸送
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層をインクジェット法などの液相プロセスを用いて形成する場合は、画素電極の上方に均
一に上記の層を形成するためには角が取れた円形や長円形などの形状であるのが好ましい
。
【００４２】
封止部１４７は、水や酸素の侵入を防いで陰極１５４あるいは有機ＥＬ素子１４０の酸化
を防止するものであり、基材１２１に塗布される封止樹脂、及び基材１２１に貼り合わさ
れる封止基板（封止缶）１４８等を含む。封止樹脂の材料としては、例えば、熱硬化樹脂
あるいは紫外線硬化樹脂等が用いられ、特に、熱硬化樹脂の１種であるエポキシ樹脂が好
ましく用いられる。封止基板１４８は、ガラスや金属等からなり、基材１２１と封止基板
１４８とはシール剤を介して張り合わされている。基材１２１の内側には乾燥剤が配置さ
れており、両者の間に形成された空間にはＮ 2ガスを充填したＮ 2ガス充填層１４９が形成
されている。
【００４３】
図３は、表示装置１００の回路構造を示ししている。
図３において、基材１２１上には、複数の走査線１３１と、走査線１３１に対して交差す
る方向に延びる複数の信号線１３２と、信号線１３２に並列に延びる複数の共通給電線１
３３とが配線されている。また、走査線１３１及び信号線１３２の各交点に対応して上記
画素領域１０２が形成されている。
信号線１３２には、例えば、シフトレジスタ、レベルシフタ、ビデオライン及びアナログ
スイッチを含むデータ側駆動回路１０３が接続されている。また、走査線１３１には、シ
フトレジスタ及びレベルシフタを含む走査側駆動回路１０４が接続されている。
【００４４】
画素領域１０２には、走査線１３１を介して走査信号がゲート電極に供給されるスイッチ
ング用の第１のＴＦＴ１４２と、このＴＦＴ１４２を介して信号線１３２から供給される
画像信号を保持する保持容量１４５と、保持容量１４５によって保持された画像信号がゲ
ート電極に供給される駆動用の第２のＴＦＴ１４３と、このＴＦＴ１４３を介して共通給
電線１３３に電気的に接続したときに共通給電線１３３から駆動電流が流れ込む画素電極
１４１（陽極）と、画素電極１４１と対向電極１５４（陰極）との間に挟み込まれる有機
ＥＬ素子１４０とが設けられている。有機ＥＬ素子１４０は、電気光学材料としての有機
エレクトロルミネッセンス材料を含む層（機能膜）であり、有機ＥＬ装置は、画素電極１
４１、陰極１５４、及び有機ＥＬ素子１４０等を含んで構成される。
【００４５】
画素領域１０２では、走査線１３１が駆動されて第１のＴＦＴ１４２がオンすると、その
ときの信号線１３２の電位が保持容量１４５に保持され、この保持容量１４５の状態に応
じて、第２のＴＦＴ１４３の導通状態が決まる。また、カレントＴＦＴの導通状態に応じ
た電流量が画素電極１４１を介して、共通給電線１３３から有機ＥＬ素子１４０に供給さ
れる。このとき供給される電流量に応じて有機ＥＬ素子１４０の発光強度が決まる。
【００４６】
図４（ａ）、（ｂ）は、有機ＥＬ装置の画素領域１０２の断面構造を模式的に示しており
、（ａ）は、いわゆるトップエミッション型、（ｂ）は、いわゆるバックエミッション型
を示している。
図４（ａ）において、トップエミッション型の有機ＥＬ装置では、ＴＦＴ１４３が設けら
れている基材１２１とは反対側から有機ＥＬ素子１４０の発光光を取り出す構成である。
そのため、基材１２１としては、透明でも不透明でもよい。不透明な基材としては、例え
ば、アルミナ等のセラミック、ステンレス等の金属シートに表面酸化などの絶縁処理を施
したものの他に、熱硬化性樹脂、熱可塑性樹脂などが挙げられる。なお、画素電極１４１
を金属膜などの反射性のある膜で構成することが好ましい。また、図４（ａ）及び（ｂ）
において、本例では、画素電極１４１を陽極とし、対向電極１５４を陰極としているが、
陽極と陰極とを入れ替えた構成としても良い。
【００４７】
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図４（ｂ）において、バックエミッション型の有機ＥＬ装置では、ＴＦＴ１４３が設けら
れている基材１２１側から有機ＥＬ素子１４０の発光光を取り出す構成である。そのため
、基材１２１としては、透明あるいは半透明なものが用いられる。透明あるいは反透明な
基材としては、例えば、ガラス基板、石英基板、樹脂基板（プラスチック基板、プラスチ
ックフィルム基板）等が挙げられ、特に安価なソーダガラス基板が好適に用いられる。な
お、ソーダガラス基板を用いる場合、これにシリカコートを施すことにより、酸アルカリ
に弱いソーダガラスが保護されるとともに、基材の平坦性の向上が図られる。また、基材
に色フィルター膜や発光性物質を含む色変換膜、あるいは誘電体反射膜を配置して、取り
出される光の波長を制御するようにしてもよい。
【００４８】
また、符号２８１は、画素領域１０２の境界に設けられる仕切り部材（バンク）である。
仕切り部材２８１は、有機ＥＬ素子１４０の形成時に、隣接する有機ＥＬ素子１４０同士
の材料の混じりを防ぐ等の役割がある。この図では、仕切り部材２８１は頂辺の長さが底
辺の長さより小であるテーパー構造を有しているが、逆に頂辺の長さが底辺の長さと同等
あるいは大となるような構造であってもよい。
なお、バックエミッション型の有機ＥＬ装置では、ＴＦＴ１４３が設けられている基材１
２１側から発光層２８６の発光光を取り出す構成であるため、光を効率よく取り出すこと
を目的として、有機ＥＬ素子１４０の真下にＴＦＴ１４３を配置するのを避け、ＴＦＴ１
４３を仕切り部材２８１の下に配置するのが好ましい。
【００４９】
図５は、仕切り部材２８１の平面構造の形態例を示している。
仕切り部材２８１は、複数の画素領域１０２の境界に位置し、複数の画素領域１０２の配
列に対応して開口を有して形成される。
図５（ａ）において、仕切り部材２８１は、マトリクス状に配列される複数の画素領域１
０２に対応して格子状に設けられている。また、図５（ｂ）において、仕切り部材２８１
は、ストライプ状に配列される複数の画素領域１０２に対応してストライプ状に設けられ
ている。本例では、仕切り部材２８１は図５（ａ）に示す格子状の平面構造からなる。な
お、画素領域１０２の配列及び仕切り部材２８１の平面形状はこれに限定されず、例えば
一列ごとにずれた配列となるいわゆるデルタ配列の画素領域とそれに応じた形状としても
よい。また、先の図２に示した画素電極１５４の形状に応じて、仕切り部材２８１の形状
を定めてもよい。例えば、画素電極が角の取れた円形や長円形などの形状である場合、仕
切り部材２８１もそれに合わせて角のない形状としてもよい。
【００５０】
図６は、トップエミッション型の有機ＥＬ装置の断面構造を拡大して示している。
図６において、有機ＥＬ装置は、基材１２１と、インジウム錫酸化物（ＩＴＯ）等の透明
電極材料からなる画素電極１４１（陽極）と、画素電極１４１から正孔を輸送可能な正孔
輸送層２８５と、電気光学物質の１つである有機ＥＬ物質を含む発光層２８６（有機ＥＬ
層）と、発光層２８６の上面に設けられている電子輸送層２８７と、電子輸送層２８７の
上面に設けられている陰極１５４（対向電極）と、基材１２１上に形成されるＴＦＴ１４
２、１４３とを有している。陰極１５４は、素子全面を覆うように形成されており、画素
電極１４１と対になって有機ＥＬ素子１４０に電子を注入する役割を果たす。この陰極１
５４は、単層構造でもよく複層構造でもよい。また、陰極１５４の形成材料としては、ア
ルミニウム（Ａｌ）、マグネシウム（Ｍｇ）、金（Ａｕ）、銀（Ａｇ）、カルシウム（Ｃ
ａ）の他に、フッ化リチウム等が挙げられる。これらの材料は単独で使用してもよく、こ
れらの単体材料の積層膜あるいは、合金として使用してもよい。
【００５１】
ＴＦＴ１４２、１４３は、本例では、双方ともｎチャネル型に形成されている。なお、Ｔ
ＦＴ１４２、１４３は、双方ともｎチャネル型ＴＦＴに限らず、双方またはどちらか一方
にｐチャネル型のＴＦＴを用いてもよい。
【００５２】
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ＴＦＴ１４２、１４３は、例えばＳｉＯ 2を主体とする下地保護膜２０１を介して基材１
２１の表面に設けられており、下地保護膜２０１の上層に形成されたシリコン等からなる
半導体膜２０４、２０５と、半導体膜２０４、２０５を覆うように、下地保護膜２０１の
上層に設けられたゲート絶縁膜２２０と、ゲート絶縁膜２２０の上面のうち半導体膜２０
４、２０５に対向する部分に設けられたゲート電極２２９、２３０と、ゲート電極２２９
、２３０を覆うようにゲート絶縁膜２２０の上層に設けられた第１層間絶縁膜２５０と、
ゲート絶縁膜２２０及び第１層間絶縁膜２５０にわたって開孔するコンタクトホールを介
して半導体膜２０４、２０５と接続するソース電極２６２、２６３と、ゲート電極２２９
、２３０を挟んでソース電極２６２、２６３と対向する位置に設けられ、ゲート絶縁膜２
２０及び第１層間絶縁膜２５０にわたって開孔するコンタクトホールを介して半導体膜２
０４、２０５と接続するドレイン電極２６５、２６６と、ソース電極２６２、２６３及び
ドレイン電極２６５、２６６を覆うように第１層間絶縁膜２５０の上層に設けられた第２
層間絶縁膜２７０とを備えている。
なお、トップエミッション型の場合、第２層間絶縁膜２７０を平坦化膜とするのが好まし
い。これにより、光の乱反射を抑制することができる。
【００５３】
第２層間絶縁膜２７０の上面に画素電極１４１が配置され、画素電極１４１とドレイン電
極２６６とは、第２層間絶縁膜２７０に設けられたコンタクトホール２７５を介して接続
されている。
なお、第１層間絶縁膜２５０と第２層間絶縁膜２７０の材質が互いに異なる場合、図に示
すように、第１層間絶縁膜２５０に設けられたコンタクトホールと第２層間絶縁膜２７０
に設けられたコンタクトホール２７５とは、重ならないように形成されるのが好ましい。
【００５４】
半導体膜２０４、２０５のうち、ゲート絶縁膜２２０を挟んでゲート電極２２９、２３０
と重なる領域がチャネル領域２４６、２４７とされている。また、半導体膜２０４、２０
５のうち、チャネル領域２４６、２４７のソース側にはソース領域２３３、２３６が設け
られ、チャネル領域２４６、２４７のドレイン側にはドレイン領域２３４、２３５が設け
られている。このうち、ソース領域２３３、２３６が、ゲート絶縁膜２２０と第１層間絶
縁膜２５０とにわたって開孔するコンタクトホールを介して、ソース電極２６２、２６３
に接続されている。一方、ドレイン領域２３４、２３５が、ゲート絶縁膜２２０と第１層
間絶縁膜２５０とにわたって開孔するコンタクトホールを介して、ソース電極２６２、２
６３と同一層からなるドレイン電極２６５、２６６に接続されている。画素電極１４１は
、ドレイン電極２６６を介して、半導体膜２０５のドレイン領域２３５に電気的に接続さ
れている。
【００５５】
第２層間絶縁膜２７０の表面のうちの有機ＥＬ装置が設けられている以外の部分と陰極１
５４との間には、シリカエアロゲルなどの前述した低誘電率材料によって形成される第３
絶縁層としての仕切り部材２８１が設けられている。仕切り部材２８１は、低誘電率材料
によって形成されていることから、寄生容量が低く抑えられている。
【００５６】
仕切り部材２８１と第２層間絶縁膜２７０との間には、窒化珪素、酸化窒化珪素、あるい
は窒化チタン、窒化タンタル等からなるバリア層２７１が設けられている。このバリア層
２７１は、仕切り部材２８１を通過した金属（例えば、アルカリ金属（可動イオン））が
ＴＦＴ１４２，１４３に侵入するのを防止する役割を果たす。
【００５７】
また、仕切り部材２８１の側面及び上面は、無機ポリマーあるいは有機ポリマー等からな
る保護膜２７２で覆われている。保護膜２７２は、液体分やガス、あるいは金属などの物
質の仕切り部材２８１内への侵入を防止するものである。また、この保護膜２７２により
、仕切り部材２８１を介した物質の拡散が抑制される。なお、仕切り部材２８１のうち、
保護膜２７２による被覆領域は、図に示したものに限らず、例えば仕切り部材２８１の全
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面を保護膜２７２で覆ってもよい。
【００５８】
次に、本発明の電気光学装置の製造方法（配線基板の製造方法を含む）を、上述した有機
ＥＬ装置を備える表示装置を製造するプロセスに適用した実施例について図７～図１１を
参照して説明する。なお、ここでは、前述したＴＦＴ１４２、１４３を含む有機ＥＬ装置
と同時に、Ｎ型及びＰ型の駆動回路用のＴＦＴを製造するプロセスについて説明する。
【００５９】
まず、図７（ａ）に示すように、基材１２１に対し、必要に応じてＴＥＯＳ（テトラエト
キシシラン）や酸素ガスなどを原料としてプラズマＣＶＤ法により厚さ約２００～５００
ｎｍのシリコン酸化膜からなる下地保護膜２０１を形成する。なお、下地保護膜として、
シリコン酸化膜の他に、シリコン窒化膜やシリコン酸化窒化膜を設けてもよい。
【００６０】
次に、基材１２１の温度を約３５０℃に設定して、下地保護膜の表面に、ＩＣＶＤ法、プ
ラズマＣＶＤ法などを用いて厚さ約３０～７０ｎｍのアモルファスシリコン膜からなる半
導体膜２００を形成する。半導体膜２００としては、アモルファスシリコン膜に限定され
ず、微結晶半導体膜などのアモルファス構造を含む半導体膜であればよい。また、アモル
ファスシリコンゲルマニウム膜などの非晶質構造を含む化合物半導体膜でもよい。
続いて、この半導体膜２００に対してレーザアニール法や、急速加熱法（ランプアニール
法や熱アニール法など）などの結晶化工程を行い、半導体膜２００をポリシリコン膜に結
晶化する。レーザアニール法では、例えばエキシマレーザでビームの長寸が４００ｍｍの
ラインビームを用い、その出力強度は例えば２００ｍＪ／ｃｍ 2  とする。なお、ＹＡＧレ
ーザーの第２高調波或いは第３高調波を用いてもよい。ラインビームについては、その短
寸方向におけるレーザ強度のピーク値の９０％に相当する部分が各領域毎に重なるように
ラインビームを走査するのがよい。
【００６１】
次に、図７（ｂ）に示すように、フォトリソグラフィ法等を用いたパターニングにより、
半導体膜（ポリシリコン膜）２００の不要な部分を除去して、ＴＦＴの各形成領域に対応
して、島状の半導体膜２０２、２０３、２０４、２０５を形成する。
続いて、ＴＥＯＳや酸素ガスなどを原料としてプラズマＣＶＤ法により厚さ約６０～１５
０ｎｍのシリコン酸化膜または窒化膜（シリコン酸化窒化膜など）からなるゲート絶縁膜
２２０を半導体膜２００を覆うように形成する。ゲート絶縁膜２２０は単層構造でも積層
構造でもよい。なお、プラズマＣＶＤ法に限らず、熱酸化法などの他の方法を用いてもよ
い。また、熱酸化法を利用してゲート絶縁膜２２０を形成する際には、半導体膜２００の
結晶化も行い、これらの半導体膜をポリシリコン膜とすることができる。
【００６２】
次に、図７（ｃ）に示すように、ゲート絶縁膜２２０の全表面に、ドープドシリコン、シ
リサイド膜や、アルミニウム、タンタル、モリブデン、チタン、タングステンなどの金属
を含むゲート電極形成用導電膜２２１を形成する。この導電膜２２１の厚さは例えば２０
０ｎｍ程度である。
続いて、ゲート電極形成用導電膜２２１の表面にパターニング用マスク２２２を形成し、
この状態でパターニングを行なって、図７（ｄ）に示すように、Ｐ型の駆動回路用トラン
ジスタを形成する側にゲート電極２２３を形成する。このとき、Ｎ型の画素電極用トラン
ジスタ及びＮ型の駆動回路用トランジスタの側では、ゲート電極形成用導電膜２２１がパ
ターニング用マスク２２２で覆われているので、ゲート電極形成用導電膜２２１はパター
ニングされることはない。また、ゲート電極は単層の導電膜で形成してもよく、積層構造
としてもよい。
【００６３】
次に、図７（ｅ）に示すように、Ｐ型の駆動回路用トランジスタのゲート電極２２３と、
Ｎ型の画素電極用トランジスタが形成される領域とＮ型の駆動回路用トランジスタが形成
される領域とに残したゲート電極形成用導電膜２２１をマスクとして、ｐ型不純物元素（
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本例ではボロン）をイオン注入する。ドーズ量は例えば約１×１０１５ｃｍ - 2である。そ
の結果、不純物濃度が例えば１×１０２０ｃｍ - 3の高濃度のソース・ドレイン領域２２４
、２２５がゲート電極２２３に対して自己整合的に形成される。ここで、ゲート電極２２
３で覆われ、不純物が導入されなかった部分がチャネル領域２２６となる。
【００６４】
次に、図８（ａ）に示すように、Ｐ型の駆動回路用トランジスタの側を完全に覆い、かつ
、Ｎ型の画素電極用ＴＦＴ１０およびＮ型の駆動回路用トランジスタの側のゲート電極形
成領域を覆うレジストマスク等からなるパターニング用マスク２２７を形成する。
【００６５】
次に、図８（ｂ）に示すように、パターニング用マスク２２７を使用してゲート電極形成
用導電膜２２１をパターニングし、Ｎ型の画素電極用トランジスタおよびＮ型の駆動回路
用トランジスタのゲート電極２２８、２２９、２３０を形成する。
続いて、パターニング用マスク２２７を残したまま、ｎ型不純物元素（本例ではリン）を
イオン注入する。ドーズ量は例えば１×１０１５ｃｍ - 2である。その結果、パターニング
用マスク２２７に対して自己整合的的に不純物が導入され、半導体膜２０３、２０４、２
０５中に高濃度ソース・ドレイン領域２３１、２３２、２３３、２３４、２３５、２３６
が形成される。ここで、半導体膜２０３、２０４、２０５のうち、高濃度のリンが導入さ
れない領域は、ゲート電極２２８、２２９、２３０で覆われていた領域よりも広い。すな
わち、半導体膜２０３、２０４、２０５のうち、ゲート電極２２８、２２９、２３０と対
向する領域の両側には高濃度ソース・ドレイン領域２３１、２３２、２３３、２３４、２
３５、２３６との間に高濃度のリンが導入されない領域（後述する低濃度ソース・ドレイ
ン領域）が形成される。
【００６６】
次に、パターニング用マスク２２７を除去し、この状態でｎ型不純物元素（本例ではリン
）をイオン注入する。ドーズ量は例えば１×１０１３ｃｍ - 2である。その結果、図８（ｃ
）に示すように、半導体膜２０３、２０４、２０５にはゲート電極２２８、２２９、２３
０に対して自己整合的に低濃度の不純物が導入され、低濃度ソース・ドレイン領域２３７
、２３８、２３９、２４０、２４１、２４２が形成される。なお、ゲート電極２２８、２
２９、２３０と重なる領域には不純物が導入されず、チャネル領域２４５、２４６、２４
７が形成される。
【００６７】
次に、図８（ｄ）に示すように、ゲート電極２２８、２２９、２３０の表面側に第１層間
絶縁膜２５０を形成し、フォトリソグラフィ法等によってパターニングして所定のソース
電極位置、ドレイン電極位置にコンタクトホールを形成する。第１層間絶縁膜２５０とし
ては、例えば、シリコン酸化窒化膜やシリコン酸化膜等のシリコンを含む絶縁膜を用いる
とよい。また、単層でもよく積層膜でもよい。さらに、水素を含む雰囲気中で、熱処理を
行い半導体膜の不対結合手を水素終端（水素化）する。なお、プラズマにより励起された
水素を用いて水素化を行ってもよい。
続いて、この上からアルミニウム膜、クロム膜やタンタル膜などの金属膜を用いてソース
電極、ドレイン電極となる導電膜２５１を形成する。導電膜２５１の厚さは例えば２００
ｎｍ～３００ｎｍ程度である。導電膜は単層でもよく積層膜でもよい。
続いて、ソース電極、ドレイン電極の位置にパターニング用マスク２５２を形成するとと
もに、パターニングを行って、図８（ｅ）に示すソース電極２６０、２６１、２６２、２
６３、及びドレイン電極２６４、２６５、２６６を同時に形成する。
【００６８】
次に、図９（ａ）に示すように、窒化珪素等からなる第２層間絶縁膜２７０を形成する。
この第２層間絶縁膜２７０の厚さは、例えば１～２μｍ程度である。第２層間絶縁膜２７
０の形成材料としては、シリコン酸化膜や有機樹脂などの光を透過可能な材料が用いられ
る。有機樹脂としてはアクリル、ポリイミド、ポリアミド、ＢＣＢ（ベンゾシクロブテン
）等を用いることができる。
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【００６９】
次に、図９（ｂ）に示すように、第２層間絶縁膜２７０をエッチング除去してドレイン電
極２６６に達するコンタクトホール２７５を形成する。
【００７０】
次に、図９（ｃ）に示すように、コンタクトホール２７５内にも埋め込まれるように、例
えばＩＴＯやフッ素をドープしてなるＳｎＯ 2  、さらにＺｎＯやポリアニリン等の透明電
極材料からなる膜を形成し、ソース・ドレイン領域２３５、２３６に電気的に接続する画
素電極１４１を形成する。なお、この画素電極１４１がＥＬ素子の陽極となる。
【００７１】
次に、図１０（ａ）に示すように、バリア層２７１を形成する。バリア層２７１を形成す
る位置は、後に仕切り部材２８１が形成される位置であり、第２層間絶縁膜２７０上の画
素電極１４１に隣接する位置である。バリア層２７１の材料は、例えば、窒化珪素、酸化
窒化珪素、窒化チタン、窒化タンタル等を用いることができる。バリア層２７１の形成方
法は、材料に応じて適宜選択され、例えばＣＶＤ法、コート法、スパッタ法、蒸着法等が
用いられる。バリア層２７１は、例えば、第２層間絶縁膜２７０及び画素電極１４１の全
面に材料膜を形成し、その後材料膜をフォトリソグラフィ法等によりパターニングするこ
とにより形成される。バリア層２７１の開口部は、画素電極１４１の形成位置に対応して
設けられる。なお、バリア層２７１の一部を画素電極１４１の周縁部と重なるように形成
してもよい。
【００７２】
次に、９（ｂ）に示すように、シリカエアロゲル、多孔質シリカ等の低誘電率材料を用い
て、バリア層２７１上に仕切り部材２８１を形成する。例えば、シリカエアロゲルを用い
る場合、前述したように、ゾル－ゲル法により湿潤ゲルを作製する工程、湿潤ゲルを熟成
させる工程、及び超臨界乾燥法により湿潤ゲルを乾燥してエアロゲルを得る超臨界乾燥工
程を経て、基材１２１上にシリカエアロゲルの層を形成し、その後、エッチングやアッシ
ング等によりパターニングして所定の形状の仕切り部材２８１を得る。なお、仕切り部材
２８１の底面がバリア層２７１内におさまるようにパターニングするのが好ましい。
【００７３】
次に、図１０（ｃ）に示すように、無機ポリマーや有機ポリマー等の材料を用いて保護膜
２７２を形成する。この際、仕切り部材２８１の上面及び側面を保護膜２７２で覆うよう
に保護膜２７２を形成する。保護膜２７２は、仕切り部材２８１だけを部分的に塗布する
ことにより形成してもよく、あるいは素子全面に被膜を形成した後、フォトリソグラフィ
法等によりパターニングして形成してもよい。この保護膜２７２により、仕切り部材２８
１が機械的に補強されるとともに、以降の工程における仕切り部材２８１内への物質の侵
入が防止される。なお、仕切り部材２８１の底面がバリア層２７１よりも狭く形成されて
いると、仕切り部材２８１の壁面の全てが保護膜２７２及びバリア層２７１によって覆わ
れ、仕切り部材２８１内への物質の侵入や仕切り部材２８１を介した物質の拡散が効果的
に防止される。また、次に説明する正孔輸送層の形成材料など、液状の材料を仕切り部材
２８１の開口位置に配置する場合は、その液状の材料に対して撥液性あるいは親液性を有
する材質を保護膜２７２に用いてもよい。あるいはプラズマ処理などの表面処理によって
、その液体の材料に対して所望の親和力を付与してもよい。液状の材料に対する保護膜の
親和力を制御することにより、液状の材料の配置を容易にしたり、その材料によって形成
される膜の平坦性を高めたりすることができる。
【００７４】
次に、図１１（ａ）に示すように、画素電極１４１を覆うように正孔輸送層２８５を形成
する。正孔輸送層２８５の形成工程では、液滴吐出として例えばインクジェット装置を用
いることにより、形成材料を画素電極１４１上に吐出する。その後、乾燥処理及び熱処理
を行い、画素電極１４１上に正孔輸送層２８５を形成する。インクジェット方式を用いた
層の形成では、例えば、インクジェットヘッドに形成される吐出ノズルＨ１を画素電極１
４１に対向して配置し、ノズルＨ１から材料を吐出する。画素電極１４１の周囲には仕切
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り部材２８１が形成されており、ノズルＨ１と基材１２１とを相対移動させながら、ノズ
ルＨ１から１滴当たりの液量が制御された材料を画素電極１４１上に吐出する。
インクジェット方式の吐出技術としては、帯電制御方式、加圧振動方式、電気機械変換式
、電気熱変換方式、静電吸引方式などが挙げられる。帯電制御方式は、材料に帯電電極で
電荷を付与し、偏向電極で材料の飛翔方向を制御してノズルから吐出させるものである。
また、加圧振動方式は、材料に３０ｋｇ／ｃｍ 2程度の超高圧を印加してノズル先端側に
材料を吐出させるものであり、制御電圧をかけない場合には材料が直進してノズルから吐
出され、制御電圧をかけると材料間に静電的な反発が起こり、材料が飛散してノズルから
吐出されない。また、電気機械変換方式は、ピエゾ素子（圧電素子）がパルス的な電気信
号を受けて変形する性質を利用したもので、ピエゾ素子が変形することによって材料を貯
留した空間に可撓物質を介して圧力を与え、この空間から材料を押し出してノズルから吐
出させるものである。また、電気熱変換方式は、材料を貯留した空間内に設けたヒータに
より、材料を急激に気化させてバブル（泡）を発生させ、バブルの圧力によって空間内の
材料を吐出させるものである。静電吸引方式は、材料を貯留した空間内に微小圧力を加え
、ノズルに材料のメニスカスを形成し、この状態で静電引力を加えてから材料を引き出す
ものである。また、この他に、電場による流体の粘性変化を利用する方式や、放電火花で
飛ばす方式などの技術も適用可能である。
なお、液滴吐出によって正孔輸送層２８５や後述する発光層２８６、電子輸送層２８７を
形成する場合、プラズマ処理等を用いて、画素電極１４１の表面の親液化処理、仕切り部
材２８１表面（保護膜２７２表面）の撥液化処理を予め行っておくのが好ましい。
また、この正孔輸送層の形成工程を含めこれ以降の工程は、水、酸素の無い雰囲気とする
事が好ましい。例えば、窒素雰囲気、アルゴン雰囲気等の不活性ガス雰囲気で行うことが
好ましい。
【００７５】
正孔輸送層２８５の形成材料としては、特に限定されることなく公知のものが使用可能で
あり、例えばピラゾリン誘導体、アリールアミン誘導体、スチルベン誘導体、トリフェニ
ルジアミン誘導体等が挙げられる。具体的には、特開昭６３－７０２５７号、同６３－１
７５８６０号公報、特開平２－１３５３５９号、同２－１３５３６１号、同２－２０９９
８８号、同３－３７９９２号、同３－１５２１８４号公報に記載されているもの等が例示
されるが、トリフェニルジアミン誘導体が好ましく、中でも４，４ '－ビス（Ｎ（３－メ
チルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ）ビフェニルが好適とされる。
【００７６】
また、正孔輸送層に代えて正孔注入層を形成するようにしてもよく、さらに正孔注入層と
正孔輸送層を両方形成するようにしてもよい。その場合、正孔注入層の形成材料としては
、例えば銅フタロシアニン（ＣｕＰｃ）や、ポリテトラヒドロチオフェニルフェニレンで
あるポリフェニレンビニレン、１，１－ビス－（４－Ｎ，Ｎ－ジトリルアミノフェニル）
シクロヘキサン、トリス（８－ヒドロキシキノリノール）アルミニウム等が挙げられるが
、特に銅フタロシアニン（ＣｕＰｃ）を用いるのが好ましい。正孔注入層と正孔輸送層を
両方形成する場合には、例えば、正孔輸送層の形成に先立って正孔注入層を画素電極側に
形成し、その上に正孔輸送層を形成するのが好ましい。このように正孔注入層を正孔輸送
層とともに形成することにより、駆動電圧の上昇を制御することができるとともに、駆動
寿命（半減期）を長くすることができる。
【００７７】
次に、図１１（ｂ）に示すように、正孔輸送層２８５上に発光層２８６を形成する。発光
層２８６の形成工程では、正孔輸送層２８５と同様に、液滴吐出として例えばインクジェ
ット装置を用いることにより、形成材料を画素電極１４１上に吐出する。その後に乾燥処
理及び熱処理を行い、画素電極１４１上に発光層２８６を形成する。また、カラー対応の
場合は、青（Ｂ）、赤（Ｒ）、及び緑（Ｇ）の各色に対応した発光層２８６を所定の配列
で形成する。
【００７８】
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発光層２８６の形成材料としては、特に限定されることなく、低分子の有機発光色素や高
分子発光体、すなわち各種の蛍光物質や燐光物質からなる発光物質が使用可能である。発
光物質となる共役系高分子の中ではアリーレンビニレン構造を含むものが特に好ましい。
低分子蛍光体では、例えばナフタレン誘導体、アントラセン誘導体、ペリレン誘導体、ポ
リメチン系、キサテン系、クマリン系、シアニン系などの色素類、８－ヒドロキノリンお
よびその誘導体の金属錯体、芳香族アミン、テトラフェニルシクロペンタジエン誘導体等
、または特開昭５７－５１７８１、同５９－１９４３９３号公報等に記載されている公知
のものが使用可能である。
【００７９】
次に、図１１（ｃ）に示すように、発光層２８６上に電子輸送層２８７を形成する。電子
輸送層２８７の形成工程では、正孔輸送層２８５及び発光層２８６と同様に、液滴吐出と
して例えばインクジェット装置を用いることにより、形成材料を画素電極１４１上に吐出
する。その後に乾燥処理及び熱処理を行い、画素電極１４１上に電子輸送層２８７を形成
する。
【００８０】
電子輸送層２８７の形成材料としては、特に限定されることなく、オキサジアゾール誘導
体、アントラキノジメタンおよびその誘導体、ベンゾキノンおよびその誘導体、ナフトキ
ノンおよびその誘導体、アントラキノンおよびその誘導体、テトラシアノアンスラキノジ
メタンおよびその誘導体、フルオレノン誘導体、ジフェニルジシアノエチレンおよびその
誘導体、ジフェノキノン誘導体、８－ヒドロキシキノリンおよびその誘導体の金属錯体等
が例示される。具体的には、先の正孔輸送層の形成材料と同様に、特開昭６３－７０２５
７号、同６３－１７５８６０号公報、特開平２－１３５３５９号、同２－１３５３６１号
、同２－２０９９８８号、同３－３７９９２号、同３－１５２１８４号公報に記載されて
いるもの等が例示され、特に２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔ－ブチルフェニル
）－１，３，４－オキサジアゾール、ベンゾキノン、アントラキノン、トリス（８－キノ
リノール）アルミニウムが好適とされる。
【００８１】
なお、正孔輸送層２８５の形成材料や電子輸送層２８７の形成材料を、発光層２８６の形
成材料に混合し、発光層形成材料として使用してもよい。その場合、正孔輸送層形成材料
や電子輸送層形成材料の使用量については、使用する化合物の種類等によっても異なるも
のの、十分な成膜性と発光特性を阻害しない量範囲でそれらを考慮して適宜決定される。
通常は、発光層形成材料に対して１～４０重量％とされ、さらに好ましくは２～３０重量
％とされる。
【００８２】
次に、図１１（ｄ）に示すように、基材１２１の表面全体に、あるいはストライプ状に陰
極１５４（対向電極）を形成する。陰極１５４は、Ａｌ、Ｍｇ、Ｌｉ、Ｃａなどの単体材
料の単層構造としてもよく積層構造としてもよい。あるいは、Ｍｇ：Ａｇ（１０：１合金
）などの合金材料の単層構造としてもよく、合金材料からなる層を含む積層構造としても
よい。具体的には、Ｌｉ 2  Ｏ（０．５ｎｍ程度）／ＡｌやＬｉＦ（０．５ｎｍ程度）／Ａ
ｌ、ＭｇＦ 2  ／Ａｌといった積層膜が挙げられる。例えば、発光層に近い側には仕事関数
が小さい材料を形成することが好ましく、例えばＣａ、Ｂａ等を用いることが可能であり
、また材料によっては下層にＬｉＦ等を薄く形成した方が良い場合もある。また、上部側
（封止側）には下部側よりも仕事関数が高い材料、例えばＡｌを用いる事もできる。
これらの陰極１５４は、例えば蒸着法、スパッタ法、ＣＶＤ法等で形成することが好まし
く、特に蒸着法で形成することが、熱による発光層２８６の損傷を防止できる点で好まし
い。
【００８３】
また、陰極１５４の上部には、蒸着法、スパッタ法、ＣＶＤ法等により形成したＡｌ膜、
Ａｇ膜等を用いることが好ましい。また、その厚さは、例えば１００～１０００ｎｍの範
囲が好ましく、特に２００～５００ｎｍ程度がよい。また陰極１５４上に、酸化防止のた
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めにＳｉＯ 2、ＳｉＮ等の保護層を設けても良い。
【００８４】
以上のプロセスにより、有機ＥＬ装置、及びＮ型及びＰ型の駆動回路用のＴＦＴが完成す
る。
この後、有機ＥＬ装置が形成された基材１２１と封止基板１４８（図６参照）とを封止樹
脂により封止する。封止工程は、窒素、アルゴン、ヘリウム等の不活性ガス雰囲気で行う
ことが好ましい。大気中で行うと、陰極１５４にピンホール等の欠陥が生じていた場合に
この欠陥部分から水や酸素等が陰極１５４に侵入して陰極１５４が酸化されるおそれがあ
るので好ましくない。
さらに、基材１２１の配線に陰極１５４を接続するとともに、基材１２１上あるいは外部
に設けられる駆動ＩＣ（駆動回路）に回路素子部１４６（図６参照）の配線を接続するこ
とにより、本実施形態の表示装置１００が得られる。
【００８５】
図１２は、有機ＥＬ装置の他の形態例を示している。
図１２に示す有機ＥＬ装置は、上述した例と異なり、ガスや金属イオンの侵入を遮断する
封止層（第１封止層３００、第２封止層３０１、及び第３封止層３０２のうちの少なくと
も１つ）を有する。
【００８６】
第１封止層３００は、第１層間絶縁膜２５０と第２層間絶縁膜２７０との間で、ソース電
極２６２、２６３及びドレイン電極２６５、２６６を覆うように形成され、膜厚は例えば
５０～５００ｎｍである。第１封止層３００を構成する材料としては、例えばセラミック
や窒化珪素、酸化窒化珪素、酸化珪素などの材料が用いられる。第１封止層３００は、Ｔ
ＦＴ１４２、１４３に対して、水分や発光層２８６（ＥＬ層）等からのアルカリ金属（ナ
トリウム）の侵入を防ぐ。
【００８７】
また、第１封止層３００を構成する材料として、上記アルカリ金属の封止効果に加え、放
熱効果を持つ材料を用いてもよい。こうした材料としては、例えば、Ｂ（ホウ素）、Ｃ（
炭素）、Ｎ（窒素）のうちの少なくとも一つの元素と、Ａｌ（アルミニウム）、Ｓｉ（珪
素）、Ｐ（リン）のうちの少なくとも一つの元素とを含む絶縁膜が挙げられる。例えば、
アルミニウムの窒化物、珪素の炭化物、珪素の窒化物、ホウ素の窒化物、ホウ素のリン化
物等を用いることができる。さらに、Ｓｉ、Ａｌ、Ｎ、Ｏ、Ｍを含む絶縁膜（ただし、Ｍ
は希土類元素の少なくとも一種、好ましくはＣｅ（セリウム），Ｙｂ（イッテルビウム）
，Ｓｍ（サマリウム），Ｅｒ（エルビウム），Ｙ（イットリウム）、Ｌａ（ランタン）、
Ｇｄ（ガドリニウム）、Ｄｙ（ジスプロシウム）、Ｎｄ（ネオジウム）のうちの少なくと
も一つの元素）を用いることもできる。
【００８８】
第２封止層３０１は、第２層間絶縁膜２７０と画素電極１４１との間に形成され、膜厚は
例えば５０～５００ｎｍである。第２封止層３０１を構成する材料としては、例えばセラ
ミックや窒化珪素、酸化窒化珪素、酸化珪素などの材料が用いられる。第２封止層３０１
は、水分や、ＴＦＴ１４２、１４３に対して、水分や発光層２８６（ＥＬ層）等からのア
ルカリ金属（ナトリウム）の侵入を防ぐ。第２封止層３０１を構成する材料として、上述
した第１封止層に用いられる材料を用いることができる。また、上記アルカリ金属の封止
効果に加え、放熱効果を持たせてもよい。
また、この第２封止層３０１を形成することで、上述したバリア層２７１を省略してもよ
い。
【００８９】
第３封止層３０２は、陰極１５４を覆うように形成され、膜厚は例えば５０～５００ｎｍ
である。第３封止層３０２を構成する材料としては、例えばセラミックや窒化珪素、酸化
窒化珪素、酸化珪素などの材料が用いられる。第３封止層３０２は、外部からの水分の侵
入を防ぐ。また、第３封止層３０２を構成する材料として、上述した第１封止層に用いら
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れる材料を用いることができる。また、上記アルカリ金属の封止効果に加え、放熱効果を
持たせてもよい。また、図１８の有機ＥＬ装置は、トップエミッション型であり、第３封
止層３０２は、良好に光を透過させる材質及び厚みで形成されるのが好ましい。
【００９０】
また、こうした封止層に代えてあるいは加えて、光の取り出し効率を向上させるための低
屈折率層を形成してもよい。低屈折率層は、基材１２１より光の透過屈折率が低い層であ
り、例えば前述したシリカエアロゲルによって構成される。ここで、基材１２１の材料で
あるガラスの屈折率は１．５４、石英の屈折率は１．４５である。また、低屈折率層とし
て、多孔性を有するＳｉＯ 2膜やポリマー等の他の材料を用いてもよい。さらに、低屈折
率層を構成する材料に、乾燥剤あるいは化学吸着剤を分散させてもよい。これにより、低
屈折率層に封止効果を付与することができる。
【００９１】
図１３は、有機ＥＬ装置の他の形態例を示している。
上述した各例では、スイッチング用のＴＦＴ１４２は、いわゆるシングルゲート構造とし
て示しているが、本発明はこれに限定されない。すなわち、図１３に示すように、不図示
のゲート線によって２つのゲート電極３１０、３１１が電気的に接続されたダブルゲート
構造としてもよく、あるいはトリプルゲート構造など、いわゆるマルチゲート構造（直列
に接続された２つ以上のチャネル領域を有する半導体膜を含む構造）としてもよい。マル
チゲート構造はオフ電流値を低減する上で有利であり、画面の大型化にも有利である。
【００９２】
図１４（ａ）及び（ｂ）は、有機ＥＬ表示装置の回路の他の例を示している。図１４（ａ
）及び（ｂ）に示す回路は、電流を制御することにより、ＥＬ素子の通電制御を行う、い
わゆる電流プログラム方式の回路である。なお、図１４（ａ）はいわゆるカレントミラー
回路を採用している。こうした回路を採用することにより、ＥＬ素子の導通状態を一定に
保ち、ＥＬ層を安定して発光させることができる。また、大画面の表示装置を構成する上
でも有利である。
【００９３】
発光層の形成材料として高分子発光材料を用いる場合には、側鎖に発光基を有する高分子
を用いることができるが、好ましくは共役系構造を主鎖に含むもので、特に、ポリチオフ
ェン、ポリ－ｐ－フェニレン、ポリアリーレンビニレン、ポリフルオレンおよびその誘導
体が好ましい。中でもポリアリーレンビニレンおよびその誘導体が好ましい。ポリアリー
レンビニレンおよびその誘導体としては、下記化学式（１）で示される繰り返し単位を全
繰り返し単位の５０モル％以上含む重合体であることが好ましい。繰り返し単位の構造に
もよるが、化学式（１）で示される繰り返し単位が全繰り返し単位の７０％以上であるこ
とがさらに好ましい。
－Ａｒ－ＣＲ＝ＣＲ’－  　　…（１）
〔ここで、Ａｒは、アリーレン基または複素環化合物基、Ｒ、Ｒ’はそれぞれ独立に水素
、炭素数１～２０の有機基、ペルフルオロアルキル基、シアノ基からなる群から選ばれた
基を示す。〕
【００９４】
該高分子発光材料は、化学式（１）で示される繰り返し単位以外の繰り返し単位として、
芳香族化合物基またはその誘導体、複素環化合物基またはその誘導体、およびそれらを組
み合わせて得られる基などを含んでいてもよい。また、化学式（１）で示される繰り返し
単位や他の繰り返し単位が、例えば、エーテル基、エステル基、アミド基、イミド基など
を有する非共役の単位で連結されていてもよいし、繰り返し単位にそれらの非共役部分が
含まれていてもよい。
【００９５】
ポリアリーレンビニレン類としては、例えば、式（２）に示したような、ＰＰＶ（ポリ（
パラ－フェニレンビニレン））、ＭＯ－ＰＰＶ（ポリ（２，５－ジメトキシ－１，４－フ
ェニレンビニレン））、ＣＮ－ＰＰＶ（ポリ（２，５－ビスヘキシルオキシ－１，４－フ
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ェニレン－（１－シアノビニレン）））、ＭＥＨ－ＰＰＶ（ポリ［２－メトキシ－５－（
２’－エチルヘキシルオキシ）］－パラ－フェニレンビニレン）等のＰＰＶ誘導体などが
挙げられる。
【００９６】
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００９７】
上記に示した材料以外に、例えば、ポリ（パラフェニレン）、ポリアルキルフルオレン等
が挙げられるが、化学式（３）に示すようなポリアルキルフルオレン（具体的には化学式
（４）に示すようなポリアルキルフルオレン系共重合体）が特に好ましい。
【００９８】
【化２】
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【００９９】
【化３】
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【０１００】
なお、前記高分子発光材料は、ランダム、ブロックまたはグラフト共重合体であってもよ
いし、それらの中間的な構造を有する高分子、例えばブロック性を帯びたランダム共重合
体であってもよい。発光の量子収率の高い高分子発光材料を得る観点からは完全なランダ
ム共重合体よりブロック性を帯びたランダム共重合体やブロックまたはグラフト共重合体
が好ましい。また、ここで形成する有機ＥＬ素子は、薄膜からの発光を利用することから
、高分子発光材料は固体状態で良好な発光量子収率を有するものが用いられる。
【０１０１】
上記の材料のうち、発光層を形成する際の温度において液状の材料、あるいは所望の溶媒
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に対して良好な溶解性を示す材料を、インクジェット法などの液体材料を用いた発光層の
形成に用いることができる。該溶媒としては、例えば、クロロホルム、塩化メチレン、ジ
クロロエタン、テトラヒドロフラン、トルエン、キシレンなどが好適に用いられる。高分
子発光材料の構造や分子量にもよるが、通常はこれらの溶媒に０．１ｗｔ％以上溶解させ
ることができる。
【０１０２】
また、前記高分子発光材料としては、分子量がポリスチレン換算で１０ 3～１０ 7であるこ
とが好ましい場合があるが、分子量１０ 3以下のオリゴマーも使用することができる。
【０１０３】
所望の高分子発光材料に応じた合成法を採用することにより、当該所望の高分子発光材料
を得ることができる。例えば、アリーレン基にアルデヒド基が２つ結合したジアルデヒド
化合物と、アリーレン基にハロゲン化メチル基が２つ結合した化合物とトリフェニルホス
フィンとから得られるジホスホニウム塩からのＷｉｔｔｉｇ反応が例示される。また、他
の合成法としては、アリーレン基にハロゲン化メチル基が２つ結合した化合物からの脱ハ
ロゲン化水素法が例示される。さらに、アリーレン基にハロゲン化メチル基が２つ結合し
た化合物のスルホニウム塩をアルカリで重合して得られる中間体から熱処理により該高分
子発光材料を得るスルホニウム塩分解法が例示される。
【０１０４】
さらに具体的に、前記高分子発光材料の１つの例であるアリーレンビニレン系共重合体の
合成法を説明する。例えば、Ｗｉｔｔｉｇ反応により高分子発光材料を得る場合には、例
えば、まず、ビス（ハロゲン化メチル）化合物、より具体的には、例えば２，５－ジオク
チルオキシ－ｐ－キシリレンジブロミドをＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド溶媒中、トリフ
ェニルホスフィンと反応させてホスホニウム塩を合成し、これとジアルデヒド化合物、よ
り具体的には、例えば、テレフタルアルデヒドとを、例えばエチルアルコール中、リチウ
ムエトキシドを用いて縮合させるＷｉｔｔｉｇ反応により、フェニレンビニレン基と２，
５－ジオクチルオキシ－ｐ－フェニレンビニレン基を含む高分子発光材料が得られる。こ
のとき、共重合体を得るために２種類以上のジホスホニウム塩および／または２種類以上
のジアルデヒド化合物を反応させてもよい。
【０１０５】
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１０６】
これらの高分子発光材料を発光層の形成材料として用いる場合、その純度が発光特性に影
響を与えるため、合成後、例えば、再沈精製、クロマトグラフなどによる分別等の精製処
理をすることが望ましい。
【０１０７】
高分子材料の溶解性の低い材料の場合など、例えば、対応する前駆体が塗布した後、化学
式（５）に示すように加熱硬化されることによって発光層を得ることができるものがある
。例えば、ポリフェニレン－ビニレンが発光層を構成する高分子発光材料である場合、対
応する前駆体のスルホニウム塩を発光層となる部位に配置した後、加熱処理することによ
りスルホニウム基が脱離し、発光層として機能するポリフェニレン－ビニレンを得ること
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ができる。
【０１０８】
発光層を形成し得る低分子材料としては、可視域の発光を示す物質ならば、基本的に使用
可能である。中でも芳香族系の置換基を有する材料が好適である。例えば、アルミキノリ
ノール錯体（Ａｌｑ 3）やジスチリルビフェニル、さらに化学式（６）に示すＢｅＢｑ 2や
Ｚｎ（ＯＸＺ） 2等の従来より一般的に用いられているものに加え、ピラゾリンダイマー
、キノリジンカルボン酸、ベンゾピリリウムパークロレート、ベンゾピラノキノリジン、
ルブレン、フェナントロリンユウロピウム錯体等が挙げられる。
【０１０９】
上記に代表される高分子材料及び低分子材料から、青色、緑色、及び赤色の発光を示す材
料を適宜選択し、所定の位置に配置すればカラー表示が可能である。所定の位置に配置す
る際は、マスク蒸着法、印刷法、あるいはインクジェット法などが使用することができる
。
【０１１０】
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１１１】
発光層を、媒質として機能するゲストにホストを分散させた、いわゆるホスト／ゲスト型
発光層とすることもできる。
ホスト／ゲスト型発光層において、当該発光層の発光色を決定するのは、基本的にはゲス
ト材料であるので、所望の発光色に応じてゲスト材料を選択することができる。一般には
、効率良く蛍光を発する材料が用いられる。ホスト材料は、基本的には、ゲスト材料の発
光に関与する励起状態の準位より高いエネルギー準位を有する材料がホスト材料として好
適である。キャリアの移動度が高い材料であることも要求される場合があるが、その場合
は、上述の高分子発光体の中から選択することもできる。
青色発光を示すゲスト材料としては、例えば、コロネン類、ジスチリルビフェニル類など
が挙げられ、緑色発光を示すゲスト材料としては、例えば、キナクリドン類、ルブレン類
、などが挙げられ、赤色発光を示すゲスト材料としては、蛍光色素としては、赤色発光を
示すゲスト材料としては、例えば、ローダミン類が挙げられる。
ホスト材料は、ゲスト材料に応じて適宜選択することができる。数例を挙げれば、ホスト
材料及びゲスト材料を、それぞれ、Ｚｎ（ＯＸＺ） 2及びコロネンとした発光層を形成す
ることにより青色発光を示す発光層が得られる。
ゲスト材料としては燐光材料も使用することができる。例えば、化学式（７）に示すＩｒ
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（ｐｐｙ） 3  、Ｐｔ（ｔｈｐｙ） 2、ＰｔＯＥＰなどが好適に用いられる。
【０１１２】
【化６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１１３】
なお、前記の化学式（７）に示した燐光物質をゲスト材料とした場合、ホスト材料として
は、例えば、化学式（８）に示すＣＢＰ、ＤＣＴＡ、ＴＣＰＢ、あるいはＡｌｑ 3などが
好適に用いられる。
なお、ホスト／ゲスト型発光層は、共蒸着法、あるいはホスト材料とゲスト材料あるいは
それらの前駆体を液状化したものを塗布する方法などにより形成される。
【０１１４】
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１１５】
また、上述した例では、発光層の下層として正孔輸送層を形成し、上層として電子輸送層
を形成したが、本発明はこれに限定されることなく、例えば正孔輸送層と電子輸送層との
うちの一方のみを形成するようにしてもよく、また、正孔輸送層に代えて正孔注入層を形
成するようにしてもよく、さらに発光層のみを単独で形成するようにしてもよい。
【０１１６】
さらに、正孔注入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層に加えて、ホールブロッキング層
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を例えば発光層の対向電極側に形成して、発光層の長寿命化を図ってもよい。このような
ホールブロッキング層の形成材料としては、例えば化学式（９）に示すＢＣＰや化学式（
１０）で示すＢＡｌｑが用いられるが、長寿命化の点ではＢＡｌｑの方が好ましい。
【０１１７】
【化８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１１８】
【化９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０１１９】
なお、以上のように作成された電気光学装置は、アクティブ方式及びパッシブ方式のいず
れの方式によっても駆動できることは明らかである。
【０１２０】
図１５～２０は、本発明の電子機器の実施例を示している。
本例の電子機器は、上述した有機ＥＬ表示装置等の本発明の電気光学装置を表示手段とし
て備えている。
図１５は、テレビ画像やコンピュータ送られる文字や画像を表示する表示装置の一例を示
している。図１５において、符号１０００は本発明の電気光学装置を用いた表示装置本体
を示している。なお、表示装置本体１０００は、上述した有機ＥＬ表示装置を用いること
により、大画面にも対応できる。
また、図１６は、車載用のナビゲーション装置の一例を示している。図１６において、符
号１０１０はナビゲーション装置本体を示し、符号１０１１は本発明の電気光学装置を用
いた表示部（表示手段）を示している。
また、図１７は、携帯型の画像記録装置（ビデオカメラ）の一例を示している。図１７に
おいて、符号１０２０は記録装置本体を示し、符号１０２１は本発明の電気光学装置を用
いた表示部を示している。
また、図１８は、携帯電話の一例を示している。図１８において、符号１０３０は携帯電
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話本体を示し、符号１０３１は本発明の電気光学装置を用いた表示部（表示手段）を示し
ている。
また、図１９は、ワープロ、パソコンなどの情報処理装置の一例を示している。図１９に
おいて、符号１０４０は情報処理装置を示し、符号１０４１は情報処理装置本体、符号１
０４２はキーボードなどの入力部、符号１０４３は本発明の電気光学装置を用いた表示部
を示している。
また、図２０は、腕時計型電子機器の一例を示している。図２０において、符号１０５０
は時計本体を示し、符号１０５１は本発明の電気光学装置を用いた表示部を示している。
図１５～図２０に示す電子機器は、本発明の電気光学装置を表示手段として備えているの
で、耐久性及び品質の優れた表示を実現することができる。
【０１２１】
以上、添付図面を参照しながら本発明に係る好適な実施例について説明したが、本発明は
係る例に限定されないことは言うまでもない。上述した例において示した各構成部材の諸
形状や組み合わせ等は一例であって、本発明の主旨から逸脱しない範囲において設計要求
等に基づき種々変更可能である。
【０１２２】
【発明の効果】
本発明の基板及びその製造方法によれば、例えば、導電性部位によって生じる寄生容量を
小さくすることができるなど、性能が安定した基板を実現できる。
【０１２３】
また、本発明の電子装置及びその製造方法によれば、機能膜の性能を良好に発揮でき、動
作の高速化に適していることから、大画面化が可能でかつ長期にわたって安定に動作する
電気光学装置を実現できる。
【０１２４】
また、本発明の電子機器によれば、本発明の電子装置を表示手段として備えることから、
追従性の良い安定した表示動作を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の電気光学装置及び基板の断面構造を概念的に示す図である。
【図２】　本発明の実施の形態例である有機ＥＬ表示装置の構成を模式的に示す図である
。
【図３】　アクティブマトリクス型の有機ＥＬ表示装置の回路の一例を示す回路図である
。
【図４】　画素領域（有機ＥＬ装置）の断面構造を模式的に示しており、（ａ）はトップ
エミッション型、（ｂ）はバックエミッション型を示している。
【図５】　仕切り部材の平面構造の形態例を示している。
【図６】　トップエミッション型の画素領域（有機ＥＬ装置）の断面構造を拡大して示す
図である。
【図７】　本発明の電気光学装置の製造方法を有機ＥＬ素子を備える表示装置を製造する
プロセスに適用した実施例を説明するための図である。
【図８】　本発明の電気光学装置の製造方法を有機ＥＬ素子を備える表示装置を製造する
プロセスに適用した実施例を説明するための図である。
【図９】　本発明の電気光学装置の製造方法を有機ＥＬ素子を備える表示装置を製造する
プロセスに適用した実施例を説明するための図である。
【図１０】　本発明の電気光学装置の製造方法を有機ＥＬ素子を備える表示装置を製造す
るプロセスに適用した実施例を説明するための図である。
【図１１】　本発明の電気光学装置の製造方法を有機ＥＬ素子を備える表示装置を製造す
るプロセスに適用した実施例を説明するための図である。
【図１２】　有機ＥＬ装置の他の形態例を示す図である。
【図１３】　有機ＥＬ装置の他の形態例を示す図である。
【図１４】　有機ＥＬ表示装置の回路の他の例を示す図である。
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【図１５】　本発明の電子機器の実施例を示す図である。
【図１６】　本発明の電子機器の他の実施例を示す図である。
【図１７】　本発明の電子機器の他の実施例を示す図である。
【図１８】　本発明の電子機器の他の実施例を示す図である。
【図１９】　本発明の電子機器の他の実施例を示す図である。
【図２０】　本発明の電子機器の他の実施例を示す図である。
【符号の説明】
１０，１００…有機ＥＬ表示装置（電気光学装置）
１１…配線基板
１５１，１２１…基材
１６，１４２，１４３…ＴＦＴ（能動素子）
１７，１０２…発光領域
１８，２８１…仕切り部材
２０，２７１…バリア層
２１，２７２…保護膜
１４０…有機ＥＬ素子（機能膜）
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】
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